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次 第 

 

 

１ 開会 

 

２ 会長あいさつ 

 

３ 議事 

 

議案第１号 平成３０年度事業報告について 

 

議案第２号 平成３０年度決算及び会計監査報告について 

 

議案第３号 令和元年度事業計画（案）について 

 

議案第４号 令和元年度予算（案）について 

 

議案第５号 生活交通確保維持改善計画について 

 

 

４ その他 

 

（１）バス乗降所の新設について 

 

  （２）デマンド乗合タクシー乗降所の新設について 

 

  （３）地域公共交通確保維持事業の二次評価結果について 

 

 

５ 閉会 
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議案第１号 

平成３０年度事業報告 

 

 本協議会は、地域需要に応じた市民生活に必要なバス等の旅客輸送の確保と旅客の利便

の増進を図るため、関市地域公共交通網形成計画の目標を達成するための事業の実施、輸

送サービスの実現に必要となる事項の協議、生活交通確保維持改善計画の策定に関する協

議を行いました。 

 

１ 関市地域公共交通網形成計画の目標を達成するための事業の実施 

目標番号 事業内容 実施有無 実施内容・未実施理由 

１－１ 公共交通の運行 ○ 
12月に路線別の評価基準値に基づき、評価を行い、課

題を明確にし、対応方針を打ち出しました。 

１－２ バス路線の再編 ○ 

市街地病院循環線の廃止に伴う方向性を検討しまし

た。→廃止により通らなくなるルートを関板取線とデ

マンドバスでカバーする。 

１－３ 
交通結節点の整備 

・改善 
○ 

長良川鉄道関駅のトイレをバリアフリー化し、利便性

の高いトイレに建て替えしました。 

１－４ バス停環境の改善 ― 
平成30年度は、バス停環境の改善を伴う道路改良工事

等が無かったため、令和元年度以降に実施予定。 

１－５ 
バス・鉄道の連携

強化 
○ 

長良川鉄道や岐阜関線を使って帰宅する生徒が関 

上之保線に円滑に乗り継いで帰宅できるように関 

シティバスのダイヤを変更しました。 

２－１ 

市内における統一

的な運賃体系の構

築 

― 

地域内バスの有償化後に実施予定。 

２－２ 
お得な共通定期券

の導入 
― 

地域内バスの有償化と【2-1】市内における運賃体系

の見直し後に実施予定。 

２－３ 
学生通学支援補助

制度の導入 
○ 

①関市内から関シティバスと長良川鉄道(株)の通学

定期券を利用し、通学する高校生の保護者に対して補

助を行いました。 

平成30年度実績 4名 15月分 

②市内から高速名古屋線を使って通学する高校生及

び大学生に定期乗車券の購入補助を行いました。 

平成30年度実績 48名 284月分 

３－１ 
交通総合マップ・

時刻表の作成 
○ 

バス路線の再編にあわせ、鉄道、バス、乗合タクシー

の路線図や時刻表を総合的に掲載した「公共交通マッ

プ」を作成し、市内に全戸配布するほか、転入者に配

布し、公共交通の利用促進を図りました。 
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目標番号 事業内容 実施有無 実施内容・未実施理由 

３－２ 
路線バスの旅「企

画乗車券」の導入 
○ 

岐阜バスと連携し、路線バスの往復乗車券と武芸川温

泉又は上之保温泉施設の入浴券をセットにしたお得

なきっぷの発売を企画し、9月から販売を開始しまし

た。 

３－３ 
バスロケーション

システム等の導入 
○ 

各種民間乗継案内サービス提供企業（路線図ドットコ

ムとナビタイム）へ路線図や時刻表のデータを情報提

供し、インターネットで検索できるようにしました。 

３－４ 

イベント装飾バス 

・ラッピングバス

の実施 

○ 

①保育園児に内装をクリスマス仕様に装飾するイベ

ントを開催しました。装飾したバスは、12月15日から

12月25日まで市内の各路線を運行しました。 

②企業とのタイアップにより、ラッピングバスを実施

しました。  平成30年度 1社 ポンチョ2台  

３－５ 
バスタクシー車両

のバリアフリー化 
○ 

平成30年度に購入したデマンドバス4台と津保川地域

内バス1台は、補助ｽﾃｯﾌﾟと乗降用手摺を取り付け高齢

者が利用しやすい仕様にしました。 

４－１ 

自家用有償運送事

業の運営体制の構

築 

○ 

有償化に向けて、体制を強化するために運行管理者の

基礎講習と整備管理者選任前研修の受講を奨励しま

した。 

４－２ 

地域内における新

たな移動手段の導

入支援 

○ 

津保川地域内の運行方法を検討するにあたり、小学校

と中学校のスクールバスの1本化の提案を行い、平成

31年4月より登校時のみ、中学校のスクールバスに小

学生を乗せて運行するようにしました。 

４－３ 
高速バス・岐阜関

線の利用促進 
○ 

岐阜バスと連携し、3月2日から5月26日まで土日祝限

定1日乗り放題のホリデーパスの販売を2月23日から

開始しました。 

４－４ 
バス乗り方教室の

実施 
○ 

①小学生4年生以上を対象とした「小・中学生関シテ

ィバスの乗車体験事業」を実施しました。（7月21日

～8月27日） 

※利用実績は次ページ参照 

②バスの乗り方教室を次のとおり開催しました。 

【開催実績】 

期  日 平成30年6月26日（火） 

 場  所 岐阜バス関営業所 

 参 加 者 富岡小学校2年生 70名 
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目標番号 事業内容 実施有無 実施内容・未実施理由 

４－５ 

学生を対象とした

公共交通利用のき

っかけづくり 

○ 

高速名古屋線通学定期補助や関シティバス長良川鉄

道乗継に関する高校生通学助成事業のちらしを作成

し、定期券購入時に窓口で購入者に配布し、ＰＲしま

した。 

高校に進学する中学3年生に高校別に通学方法や利用

料金、補助制度を明記したちらしを配布しました。 

 

  平成３０年度 小・中学生関シティバスの乗車体験利用実績   

 
関シティバス 

（定時定路線） 
デマンドバス デマンドタクシ－ 計 

小学生 997人（＋49人） 11人（-12人）    6人（+2人） 1,014人（+39人） 

中学生 933人（＋62人） 1人（-15人）    1人（-1人） 935人（+46人） 

計 1,930人（＋111人） 12人（-27人）    7人（+1人） 1,949人（+85人） 

（  ）は昨年比 

 

 

２ 輸送サービスの実現に必要となる事項 

（１）第１回協議会 

①バス乗降所の新設・廃止 

路 線 名 新   設 廃   止 

わかくさ・田原線 

 

①西本郷通６丁目 

②円保通１丁目 

③交告歯科 

④向陽台団地 

向陽台下 

わかくさ・迫間線 無し 

②関市公共交通網形成計画の修正 

 

（２）第２回協議会 

   ①ダイヤ変更 

    関上之保線 長良川鉄道や岐阜関線から乗り継いで帰宅できるように変更 

    上之保・関商工線 部活終了時間に合わせて、下りの便を変更 

   ②デマンドタクシー乗降所の新設 

    ファミリーマート５店舗 

 

３ 生活交通確保維持改善計画の策定に関する協議 

  地域公共交通の確保・維持・改善のために、６月開催の第１回協議会で議論し、策定

しました。 
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議案第２号 

 

 

平成３０年度関市公共交通活性化協議会決算 

 

 

【収入の部】                            （単位：円） 

 
予算額 決算額 比較 備 考 

１補助金 922,160 922,160 0 関市補助金 

２預金利子 840 8 △832 預金利子 

収 入 合 計 923,000 922,168 △832  

 

 

【支出の部】                            （単位：円） 

 
予算額 決算額 比較 備 考 

１会議費 472,000 183,000 289,000 費用弁償 

２事務費 144,000 26,084 117,916 駐車料、振込手数料等 

３事業費 306,160 201,524 104,636 
小中学生夏休み乗車体験 

イベントバス装飾代 

４予備費 840 0 840  

支 出 合 計 923,000 410,608 512,392  

 

収入 922,168 円 － 支出 410,608 円＝ 差額 511,560 円 

 

※差額 511,560 円は、関市へ返還しました。 
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※ 上記、会計監査報告の原本は事務局で保管してあります。 

 



- 8 - 

 

議案第３号 

 

令和元年度事業計画（案） 

 

 本協議会は、地域需要に応じた市民生活に必要なバス等の旅客輸送の確保と旅客の利便

の増進を図るため、関市地域公共交通網形成計画の目標を達成するための事業の実施、輸

送サービスの実現に必要となる事項の協議、生活交通確保維持改善計画の策定に関する協

議を行います。   

 

１ 関市地域公共交通網形成計画の目標を達成するために次の事業を実施します。 

目標番号 事業内容 実施予定 実施内容・未実施理由 

１－１ 公共交通の運行 ○ 
12月に路線別の評価基準値に基づき、評価を行い、課

題を明確にし、対応方針を打ち出します。 

１－２ バス路線の再編 ○ 

「関市立地適正化計画」と連携し、市街地（都市機能

誘導区域及び居住誘導区域）における運行を強化する

ため、市街地路線再編について検討します。検討にあ

たって、市街地病院循環線と関板取線の乗降調査を実

施します。 

１－３ 
交通結節点の整備 

・改善 
○ 

関シティターミナルの駐輪場を40台増設し、乗継の利

便性を向上します。 

１－４ バス停環境の改善 ― 

令和元年度においてもバス停環境の整備を伴う道路

改良工事の予定が無いため、令和2年度以降に実施予

定。 

１－５ 
バス・鉄道の連携

強化 
○ 

市街地路線再編を検討する際は、通勤通学の時間帯に

おいて、バスと鉄道が円滑に乗継できるよう鉄道事業

者とも連携し、関シティバスのダイヤを設定します。 

２－１ 
市内における統一的

な運賃体系の構築 
― 

地域内バスの有償化後に実施予定。 

２－２ 
お得な共通定期券

の導入 
― 

地域内バスの有償化と【2-1】市内における運賃体系

の見直し後に実施予定。 

２－３ 
学生通学支援補助

制度の導入 
○ 

①運賃負担の緩和及び長良川鉄道の利用促進を図る

ため、関シティバスの長良川鉄道乗継に関する高校生

通学助成事業を引き続き実施します。 

②市内から高速名古屋線を使って専門学校や大学等

に通学する学生に定期乗車券の購入補助を引き続き

実施します。 
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目標番号 事業内容 実施予定 実施内容・未実施理由 

３－１ 
交通総合マップ・

時刻表の作成 
○ 

バス路線の再編にあわせ、鉄道、バス、乗合タクシー

の路線図や時刻表を総合的に掲載した「公共交通マッ

プ」を作成し、市内に全戸配布するほか、転入者に配

布し、公共交通の利用促進を図ります。 

３－２ 
路線バスの旅「企

画乗車券」の導入 
○ 

地域住民や交通事業者と連携を図り、期間を絞って路

線バスの旅を企画します。 

３－３ 
バスロケーション

システム等の導入 
○ 

各種民間乗継案内サービス提供企業（路線図ドットコ

ムとナビタイム）へ路線図や時刻表のデータを情報提

供し、インターネットで検索できるよう公開します。 

また、国交省の推進するＧＴＦＳ（時刻表と地理的情

報に使用される共通形式を定義したもの）を活用した

インターネットによる経路検索が可能になるよう整

備を視野に進めます。 

３－４ 

イベント装飾バス 

・ラッピングバス

の実施 

○ 

公共交通利用のきっかけづくりとして、季節のイベン

トに合わせた装飾バスや企業と連携した車両のラッ

ピングバスを実施します。装飾バスは、市内の保育園

や幼稚園に協力を依頼します。 

３－５ 
バスタクシー車両

のバリアフリー化 
○ 

本年度導入予定の洞戸地域のワゴン車2台と板取地域

のマイクロバス2台は、小型化し、高齢者が利用しや

すい仕様にします。 

４－１ 

自家用有償運送事

業の運営体制の構

築 

〇 

市街地との均衡や二重運賃を解消するために、現在、

無償運行している地域内バスについて、自家用有償運

送事業へ移行を進めます。有償化に向けて、体制を強

化するために運行管理者の基礎講習受講の奨励。事務

局との打ち合わせを行います。 

４－２ 

地域内における新

たな移動手段の導

入支援 

〇 

高齢による新たな移動手段について検討が必要とな

っていることから、既存事業者との関係性に留意しつ

つ、検討、協議をします。 

４－３ 
高速バス・岐阜関

線の利用促進 
〇 

岐阜バスと連携し、土日祝限定1日乗り放題のホリデ

ーパスの販売をします。 
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目標番号 事業内容 実施予定 実施内容・未実施理由 

４－４ 
バス乗り方教室の

実施 
○ 

バスでの移動に慣れ親しみ、公共交通への理解と利用

マナーを身につけることを目的に夏休みに「小・中学

生関シティバスの乗車体験事業」を実施します。 

申込人数が増えるよう、配布ちらしの工夫をします。 

（7月20日～8月27日） 

本年度は、包括支援センターと連携して、高齢者を対

象にしたバスの乗り方教室を開催します。 

４－５ 

学生を対象とした

公共交通利用のき

っかけづくり 

○ 

公共交通の利用促進を図るため、補助制度等の周知や

ＰＲを行います。昨年度につづき、高校に進学する中

学3年生の保護者に補助制度等を記載したちらしを配

布します。 

 

 

２ 輸送サービスの実現に必要となる事項の協議を行います。 

  地域における実情に即した輸送サービスの実現に必要となる事項を協議します。 

 

３ 生活交通確保維持改善計画の策定に関する協議 

  地域公共交通の確保・維持・改善のために、協議会で議論し、策定します。 
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議案第４号 

 

 

令和元年度関市公共交通活性化協議会予算（案）について 

 

 

【収入の部】                            （単位：円） 

 
R1予算額 H30予算額 比較 備 考 

１補助金 922,160 922,160 0 関市補助金 

２預金利子 840 840 0 預金利子等 

収 入 合 計 923,000 923,000 0  

 

 

【支出の部】                            （単位：円） 

 
R1予算額 H30予算額 比較 備 考 

１会議費 472,000 472,000 0 
費用弁償 

資料作成 

２事務費 144,000 144,000 0 
駐車料、研修費 

振込手数料等 

３事業費 306,160 306,160 0 
小中学生夏休み乗車体験 

（乗車券印刷、運賃）他 

４予備費 840 840 0  

支 出 合 計 923,000 923,000 0  
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議案第５号 

 

 

生活交通確保維持改善計画について 

 

関シティバスは平成２１年１０月から試行運行を行い、平成２３年１０月から本格運行

を開始し、地域公共交通確保維持改善事業と位置づけ、以後継続して事業を行っています。

令和２年度（Ｒ１．１０～Ｒ２．９)についても、事業を推進するにあたり生活交通確保維

持改善計画を策定します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ＜該当路線＞ 

（１）わかくさ・小金田線 

（２）わかくさ・千疋線 

（３）関板取線 

  

 

 国庫補助金に関するスケジュールについては平成３１年と同じです。 

 

【令和２年度事業（Ｒ1.10～Ｒ2.9）に関するスケジュール】 

令和元年 ６月  確保維持改善計画策定 

令和元年 ９月  確保維持改善計画認定 

令和元年１０月 

↓        事業実施 

令和２年 ９月 

令和２年１１月  補助金交付申請 

令和３年 ２月  交付決定及び額の確定 

令和３年 ３月  補助金交付 

 

 

  

「生活交通確保維持改善計画」とは・・・ 

根拠 地域公共交通確保維持改善事業費補助金交付要綱 

目的 地域公共交通の確保・維持・改善のために、地域の生活交通の実情のニーズを的確

に把握し、当協議会での議論を経て策定する地域の特性・実情に応じた最適の移動

手段の提供を図るための取組についての計画 
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生活交通確保維持改善計画（地域内フィーダー系統確保維持計画を含む）（案） 

 

令和元年６月２６日 

 

          （名称）関市公共交通活性化協議会           

  
生活交通確保維持改善計画の名称 

 

関市地域内フィーダー系統確保維持計画 

 

１．地域公共交通確保維持事業に係る目的・必要性 

（１）事業の目的 

・関市は岐阜県中心部に位置し、平成17年2月に周辺５町村を編入合併して、市域が102.40ｋ㎡か

ら472.33ｋ㎡と4.6倍に拡大し、美濃市の全域と郡上市の南部地域をＶ字型で囲む変則的かつ広

大な市域となっている。 

・市の公共交通は、唯一の鉄道である長良川鉄道が、市の中心部である関地域を南北に走り、中濃

地域の基幹的交通機関となっているものの、市域の大部分の公共交通サービスは、バスが担って

いる。 

・高齢化、長寿化により、市の高齢化率は年々上昇しており、特に合併した中山間地域では、高齢

化率が30％を超え、高齢化、過疎化の進展が著しい状況にある。また、少子化により、通学で公

共交通を利用する機会の多い高校の生徒数は、平成12年以降、減少傾向が続いている。 

・このような状況の中、公共交通サービスを維持確保するためには、より多くの市民が公共交通を

利用する必要があり、まちづくりと一体となった公共交通の利用促進が求められる。 

・これを実現するためには、利用しやすい交通体系の構築が必要となり、市民ニーズに応じた生活

交通を確保すること目的として、平成28年度に策定した関市地域公共交通網形成計画に基づき地

域公共交通確保維持改善事業に取り組むものである。 

 

（２）事業の必要性 

地域公共交通ネットワークを確保するためには、地域の特性にあった公共交通サービスを提供す

る必要があり、地域特性に応じて以下のフィーダーバス路線を確保するものとする。 

・関板取線 

（洞戸キウイプラザで地域間幹線である岐阜板取線と接続） 

板取、洞戸及び武芸川の中山間地域の通勤、通学需要や通院、買物時の移動支援のため、関市

の中心市街地と中山間地域の中心を結ぶ既存のバス路線のうち、これら地域間を結ぶ路線を本市

における幹線として位置づけ交通事業者と行政が主体となって高度なサービス水準を確保する。 

・わかくさ・小金田線、わかくさ・千疋線 

（関シティターミナルで鉄道軌道駅である長良川鉄道関駅と接続） 

中心市街地の周辺部では、地域特性や需要に見合った運行形態で、本市における長良川鉄道関

駅との乗継拠点に連絡する公共交通サービスを確保する。 

 

これら公共交通相互間の接続性向上を図るため、公共交通ネットワークの構築に合わせて乗継拠

点を整備し、まちづくりと一体となった活性化を図る必要がある。現在、合併地域において、公共

施設等の統廃合が検討されており、これら整備の進捗に合せて乗継拠点の整備を進めるものとす

る。 

関市の重要な乗継拠点となる長良川鉄道関駅の西口駅前広場については、平成26年4月より供用

を開始し、市内を運行する各路線とのアクセス、長良川鉄道とのアクセスも容易になり、さらに公

共交通ネットワークが充実する。 
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２．地域公共交通確保維持事業の定量的な目標・効果 

（１）事業の目標 

・理想的な公共交通ネットワークを構築するためには、計画の目標を以下のように設定する。 

区分 路線名 
利用者数（人／日） 

基準値 H３０実績 Ｒ１目標 Ｒ２目標 Ｒ３目標 

市幹線 関板取線 １３８ １４５．３ １４６ １４７ １５４ 

関地域 

支線系 

わかくさ・小金田線 ５０ ４４．７ ４６ ４８ ５０ 

わかくさ・千疋線 ４３ ２２．７ ２４ ２７ ３０ 

※関市地域公共交通網形成計画【1－1】(P.16)より抜粋 
 

（参考）関市地域公共交通網形成計画の目標及びその評価指標 

計画の目標 目標値 

●地域住民のニーズを踏まえ、まちづくりと連携した公共交通ネット

ワークの形成 

市街地における１日あたりのバス乗降人数 

１，３００人/日以上 

●気軽に利用でき持続可能な公共交通の実現 

 公共交通の維持に必要な市民一人あたりの年間負担額 
３，９００円/年以下 

●わかりやすく乗って楽しい公共交通づくり 

 人口１人あたりの公共交通の年間利用回数 
１２．０回/人以上 

●様々な主体の連携による公共交通の維持・改善 

 人口１人あたりの地域内バスの年間利用者数 
５．０回/人以上 

 

（２）事業の効果 

 

●ずっと暮らし続けられる関市を支えられる地域公共交通ネットワークの構築 

・高校生が公共交通で通学できるサービスの提供 

・高齢者が公共交通で日常的な生活ができるサービスの提供 

・より多くの人が使いやすい公共交通サービスの提供 

 

３．２．の目標を達成するために行う事業及びその実施主体 

 

・路線別評価の実施（実施主体：関市）【網形成計画事業1-1】 

・企画乗車券、イベント装飾やラッピング車両による利用促進（実施主体：当協議会） 

 【網形成計画事業3-2、3-4】 

・バスの乗り方教室、通学支援制度の充実（実施主体：関市および当協議会） 

【網形成計画事業2-3、4-4、4-5】 

 

４．地域公共交通確保維持事業により運行を確保・維持する運行系統の概要及び 

運行予定者 
 

地域公共交通確保維持改善事業費補助金交付要綱「表１」を添付。 
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５．地域公共交通確保維持事業に要する費用の負担者 

 

関市から運行事業者への補助金額については、運行収入及び国庫補助金を運行経費から差引いた

差額分を負担することとしている。  

 

６．補助金の交付を受けようとする補助対象事業者の名称 

 

岐阜乗合自動車株式会社 

７．補助を受けようとする手続きに係る利用状況等の継続的な測定方法 

 【活性化法法定協議会を補助対象事業者とする場合のみ】 

 

該当なし 

 

８．別表１の補助対象事業の基準二ただし書に基づき、協議会が平日１日当たりの運行回

数が３回以上で足りると認めた系統の概要 

【地域間幹線系統のみ】 

 

該当なし 

 

９．別表１の補助対象事業の基準ハに基づき、協議会が「広域行政圏の中心市町村に準ず

る生活基盤が整備されている」認めた市町村の一覧 

【地域間幹線系統のみ】 

 

該当なし 

 

10．生産性向上の取組に係る取組内容、実施主体、定量的な効果目標、実施時期 

及びその他特記事項 

【地域間幹線系統のみ】 

 

該当なし 

 

11．外客来訪促進計画との整合性 

【外客来訪促進計画が策定されている場合のみ】 

 

該当なし 

12．地域公共交通確保維持改善事業を行う地域の概要 

【地域内フィーダー系統のみ】 
 

地域公共交通確保維持改善事業費補助金交付要綱「表５」を添付。 
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13．車両の取得に係る目的・必要性 

【車両減価償却費等国庫補助金・公有民営方式車両購入費国庫補助金を受けようとす

る場合のみ】 
 

該当なし 

 

14．車両の取得に係る定量的な目標・効果 

【車両減価償却費等国庫補助金・公有民営方式車両購入費国庫補助金を受けようとす

る場合のみ】 
（１）事業の目標 

 

該当なし 

 

（２）事業の効果 

 

該当なし 

 

15．車両の取得計画の概要及び車両の取得を行う事業者、要する費用の負担者【車両減価

償却費等国庫補助金・公有民営方式車両購入費国庫補助金を受けようとする場合の

み】 

 

該当なし 

 

16．老朽更新の代替による費用の削減等による地域公共交通確保維持事業における収支の

改善に係る計画（車両の代替による費用削減等の内容、代替車両を活用した利用促進

策） 

【公有民営方式車両購入費国庫補助金を受けようとする場合のみ】 

 

 該当なし 

 

17．協議会の開催状況と主な議論  

・平成20年５月21日（第１回） 協議会設立、事業内容について協議 

・平成20年11月５日（第２回） 関市地域公共交通総合連携計画について協議 

・平成21年２月19日（第３回） 関市地域公共交通総合連携計画の承認 

・平成21年６月22日（第４回） 計画事業の実証について協議 

・平成21年11月９日（第５回） 実証運行状況の報告、バス路線の評価方法の協議 

・平成22年３月16日（第６回） バス路線の評価方法の承認 

・平成22年７月28日（第７回） 計画事業の実証について協議 

・平成22年11月25日（第８回） バス路線の中間評価について協議 

・平成23年３月18日（第９回） バス路線の中間評価の承認 

・平成23年６月23日（第10回） 平成24年度地域内フィーダー計画の承認 

・平成24年１月23日（第11回） バス路線最終評価の検討 

・平成24年３月23日（第12回） バス路線最終評価の承認 
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・平成24年６月21日（第13回） 平成25年度地域内フィーダー計画の承認 

・平成25年１月29日（第14回） 平成24年度バス路線の実績及び評価結果 

・平成25年６月19日（第15回） 平成26年度地域内フィーダー計画の承認 

・平成26年１月20日（第16回） 生活交通ネットワーク計画の変更認定申請の承認 

・平成26年６月23日（第17回） 平成27年度地域内フィーダー計画の承認 

・平成27年１月21日（第18回） 平成26年度バス路線の実績及び評価結果 

・平成27年６月29日（第19回） 平成28年度生活交通確保維持改善計画 

・平成28年１月21日（第20回） 平成27年度バス路線の実績及び評価結果 

・平成28年６月22日（第21回） 平成29年度生活交通確保維持改善計画 

・平成28年８月29日（第22回） 網形成計画の方向性についての協議 

・平成28年10月20日(第23回)  調査結果及び現状分析報告と課題整理 

・平成28年12月16日(第24回） 計画の基本方針及び目標の検討 

・平成29年１月27日（第25回） 素案の承認、平成28年度バス路線の実績及び評価結果 

・平成29年３月15日（第26回） 網形成計画（案）の承認 

・平成29年６月19日（第27回） 平成30年度生活交通確保維持改善計画 

・平成29年12月25日(第28回)  平成29年度バス路線の実績及び評価結果 

・平成30年６月28日（第29回） 平成31年度生活交通確保維持改善計画 

・平成30年12月26日(第30回)  平成30年度バス路線の実績及び評価結果 

・平成31年２月１日 （第31回)  平成31年度生活交通確保維持改善計画の変更 

18．利用者等の意見の反映状況 

 

市民や利用者からの意見聴取、協議会意見を反映して本事業計画を作成 

 

19．協議会メンバーの構成員 

関係都道府県 岐阜県都市建築部公共交通課 

関係市区町村 関市基盤整備部都市計画課 

交通事業者・交通施

設管理者等 

社団法人岐阜県バス協会 

岐阜乗合自動車株式会社 

株式会社ドライビングサービス 

岐阜交通東部株式会社 

長良川鉄道株式会社 

岐阜国道事務所 

美濃土木事務所 

関警察署 

地方運輸局 岐阜運輸支局 

その他協議会が必

要と認める者 

名古屋大学 

関市自治会連合会 

関市社会福祉協議会 

関市老人クラブ連合会 

関商工会議所 

関市ＰＴＡ連合会 

関市女性連絡協議会 

岐阜乗合自動車労働組合 
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報告第１号 

バス乗降所の新設について 

 

 １ 該当路線 

    わかくさ・迫間線 

 

 ２ 実施日 

    令和元年１０月１日 

 

 【要旨】 

 

 「わかくさ・迫間線」に「大岩不動口」乗降所を新設します。 

 

 わかくさ・迫間線 

 改正前 改正後 

運行事業者 交通事業者（７月に入札予定） 

法律の位置づけ 道路運送法第４条 協議路線 

運行区間 

関シティターミナル～中濃厚

生病院～関口駅前～桜台東～

西田原農協前～下迫間公民館 

関シティターミナル～中濃厚

生病院～関口駅前～桜台東～

～西田原農協前～大岩不動口

～下迫間公民館 

運行距離 ２３．４ｋｍ ２４．２ｋｍ 

運行本数 ４往復／日 

運行日 毎日運転 （１２月３０日～１月３日運休） 

所要時間 ５４分 ５４分 

運賃 
・１乗車 １００円（障がい者・小人は半額） 

・回数券（１１枚綴り１，０００円）を導入 

補助形態 運行委託 
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報告第２号 

 

デマンド乗合タクシー乗降所の新設について 

 

１ 乗降所の新設 

（１）池尻区公民館 

（２）鮎之瀬ふれあいセンター 

２ 該当地区 

    瀬尻・広見地区 

３ 実施日 

    令和元年１０月１日 

 

【要旨】 

 関市社会福祉協議会瀬尻支部支部長よりふれあいサロン（高齢者を対象にした交流活動）

の会場となる施設に乗降所を追加して欲しいと要望があった。 

ふれあいサロンは年８回の開催であるが新設する２カ所は、公の施設でふれあいサロン

以外の利用も考えられ、利用者数の増加が期待できることから、乗降所の新設をするもの

です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(２)鮎之瀬ふれあいセンター 

 

(１)池尻区公民館 
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報告第３号 

 

（１）地域公共交通確保維持事業の二次評価結果について 
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関市公共交通活性化協議会規約 

 

 （目的） 

第１条 関市公共交通活性化協議会（以下「協議会」という。）は、地域公共交通の活性化及び再生に

関する法律（平成１９年法律第５９号。以下「法」という。）第６条第１項の規定に基づき、 地域公

共交通網形成計画（以下「形成計画」という。）の作成及び実施に関し必要な協議、並びに道路運送

法（昭和２６年法律第１８３号）の規定に基づき、地域における需要に応じた市民の生活に必要なバ

ス等の旅客輸送の確保その他旅客の利便の増進を図り、地域の実情に即した輸送サービスの実現に必

要となる事項を協議、並びに地域公共交通確保維持改善事業費補助金交付要綱（平成２３年国総計第

９７号、国鉄財第３６８号、国鉄業第１０２号、国自旅第２４０号、国海内第１４９号、国空環第１

０３号)の規定に基づき、生活交通確保維持改善計画の策定に関する協議及び実施に係る連絡調整を行

うことを協議するために設置する。 

 （業務） 

第２条 協議会は、前条の目的を達成するため、次の業務を行う。 

 (1) 形成計画の策定及び変更の協議に関すること。 

 (2) 形成計画及び形成計画に位置づけられた事業の実施に関すること。 

 (3) 形成計画の達成状況の評価に関すること。 

 (4) 市の公共交通政策の推進に関すること。 

 (5) 地域の実情に応じた適切な乗合旅客運送の態様及び運賃、料金等に関すること。 

 (6) 市が運営する有償運送の必要性及び旅客から収受する対価に関すること。 

 (7) 前各号に掲げるもののほか、協議会の目的を達成するために必要なこと。 

 （組織） 

第３条 協議会は、法第６条第２項及び道路運送法施行規則（昭和２６年省令第７５号）第９条の３の

規定に基づき、次に掲げる者をもって組織する。 

 (1) 市長又はその指名する市の職員 

 (2) 一般乗合旅客自動車運送事業者 

 (3) 岐阜県バス協会、岐阜県タクシー協会又はその指名する者 

 (4) 市民又は利用者の代表者 

 (5) 岐阜運輸支局長又はその指名する者 

 (6) 一般旅客自動車運送事業者の事業用自動車の運転者が組織する団体の代表者 

 (7) 岐阜県公共交通課長又はその指名する者 

 (8) 道路管理者又はその指名する者 

 (9) 関警察署長又はその指名する者 

 (10) 学識経験を有する者 

 (11) 前各号に掲げる者のほか、市長が必要と認める者 

 （構成員の任期） 

第４条 協議会の構成員の任期は、２年とする。ただし、補欠により構成員となった者の任期は、前任

者の残任期間とする。 

 （会長、副会長等） 

第５条 協議会に会長及び副会長各１人並びに監事２人を置く。 
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２ 会長、副会長及び監事は、協議会の構成員から選任する。 

３ 会長は、協議会を代表し、その会務を総理する。 

４ 副会長は、会長を補佐し、会長に事故があるとき又は会長が欠けたときは、会長の職務を代理する。 

５ 監事は、協議会の会計を監査し、その結果を次条に定める協議会の会議において報告しなければな

らない。 

 （会議） 

第６条 協議会の会議（以下｢会議｣という。）は、会長が招集し、その議長は、会長又は会長が指名す

る者をもって充てる。 

２ 会議の議事は、過半数で決し、可否同数のときは、議長の決するところによる。 

３ 会議は原則として公開とする。ただし、会議を公開することにより公正かつ円滑な議事運営に支障

が生じると認められる協議については、非公開で行うことができる。 

４ 協議会は、必要があると認めるときは、協議会の構成員以外の者に対して、資料を提出させ、又は

会議への出席を依頼し、助言等を求めることができる。 

５ 協議会の構成員は、会議に代理人を出席させることができる。 

６ 前各項に定めるもののほか会議の運営に関し必要な事項は、会長が別に定める。 

 （協議結果の尊重義務) 

第７条 法第６条第５項の規定に基づき、協議会で協議が整った事項については、協議会の構成員は、

その協議結果を尊重しなければならない。 

 （幹事会） 

第８条 協議会に提案する事項について、協議又は調整をするため，必要に応じ幹事会を置くことができ

る。  

２ 幹事会の組織、運営その他必要な事項は、会長が別に定める。  

（分科会）  

第９条 第２条各号に掲げる事項について専門的な調査、検討を行うため、必要に応じ協議会に分科会を

置くことができる。  

２ 分科会の組織，運営その他必要な事項は、会長が別に定める。 

 （経費の負担） 

第１０条 協議会の運営に要する経費は、関市の補助金その他の収入をもって充てる。 

（費用弁償等）  

第１１条 委員等は、その職務を行うために要する費用の弁償等を受けることができる。  

２ 前項の費用弁償等の額並びに支給方法等は、会長が別に定める。 

 （庶務） 

第１２条 協議会の庶務は、関市基盤整備部都市計画課において処理する。 

 （委任） 

第１３条 この規約に定めるもののほか、協議会に関し必要な事項は、会長が別に定める。 

 

   附 則 

 この規約は、平成２５年６月１９日から施行する。 

 この規約は、平成２７年７月１０日から施行する。 

この規約は、平成３０年６月２８日から施行する。 
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資料１ 

 


